
令
和
２
年
度

決
算
概
要

　

府
中
町
の
令
和
２
年
度
決
算

は
、
健
全
な
財
政
運
営
に
努
め
た

結
果
、
一
般
会
計
、
特
別
会
計

(

土
地
取
得
・
国
民
健
康
保
険
・

介
護
保
険
・
後
期
高
齢
者
医
療)

、

下
水
道
事
業
会
計
の
い
ず
れ
の
会

計
も
黒
字
決
算
と
な
り
、
各
財
政

指
標
も
良
好
な
結
果
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　
年
度
末
の
財
政
調
整
積
立
基
金

（
災
害
復
旧
、
そ
の
他
財
源
の
不

足
が
生
じ
た
と
き
の
た
め
の
積
立

金
）
の
残
高
は
13
億
１
０
７
７
万

７
千
円
、
歳
入
総
額
か
ら
歳
出
総

額
を
差
し
引
い
た
形
式
収
支
は
３

億
６
８
７
６
万
４
千
円
、
形
式
収

支
か
ら
翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き

財
源
、
６
０
１
８
万
５
千
円
を
差

し
引
い
た
実
質
収
支
は
３
億
８
５

７
万
９
千
円
と
な
り
ま
し
た
。

227億 8512万2千円
歳入総額 歳出総額224億 1635万8千円

国・県支出金　106億5892万円（46.8％）

町税　73億4879万7千円（32.3％）

町債　14億9290万4千円（6.5％）

地方交付税　11億8960万8千円（5.2％）

地方消費税交付金　11億1300万4千円(4.9％）

諸収入　2億1063万1千円（0.9％）

その他(※)　4億6532万6千円（2.1％）

分担金及び負担金　2億398万3千円（0.9％）

町の財政状況に応じて国から交付されたお金

国で徴収された地方消費税のうち町へ交付さ
れたお金

町が行う事業に対する国・県からの負担金や補
助金

事業を行うために借りたお金

民生費　73億1760万5千円(32.6％）

教育費　21億7370万6千円（9.7％）

土木費　14億7048万9千円（6.6％）

総務費　69億1698万1千円（30.9％）

公債費　18億7474万9千円（8.4％）

衛生費　14億5447万5千円（6.5％）

消防費　6億1528万円（2.7％）

災害復旧費　1億8838万9千円（0.8％）

その他　4億468万4千円（1.8％）

※その他には、財産収入や地方譲与税などを含みます。

町民１人当たりに
換算すると･･･
(令和２年度末人口52,352人)

【町民１人が納めた税金】
　　14万372円
【町民１人当たりに使われたお金】
　　42万8186円

安定した社会生活を保障するための経費

道路、まちづくりなどに使う経費

町の借入金の返済や利息を支払うための経費

教育委員会、小中学校、社会教育のための経費

企画･財政･戸籍･徴税･選挙･職員人事等の経費

消防事務・災害予防･対策等に要する経費

ごみ処理･検診･予防接種などの経費

災害による被害を復旧するための経費

　前年度と比較し、国庫支出金が191.9％増、地方
消費税交付金が21.9％増となり、歳入総額としては、
28.2％増の227億8512万2千円となりました。

【歳入】 【歳出】
　前年度と比較し、総務費が235.8%増、商工費が
137.8%増となり、歳出総額としては、26.4％増の
224億1635万8千円となりました。

地
方
消
費
税
交
付
金
の
使
い
み
ち

　

地
方
消
費
税
交
付
金
の
う
ち
、

平
成
26
年
度
以
降
の
増
収
分
は
、

社
会
保
障
施
策
に
要
す
る
経
費
に

充
て
ま
す
。
令
和
２
年
度
の
地
方

消
費
税
交
付
金(

社
会
保
障
財
源

化
分)

は
、
５
億
８
６
９
３
万
５

千
円
で
、
社
会
福
祉
、
社
会
保

険
、
保
健
衛
生
に
関
す
る
事
業
費

62
億
５
０
４
５
万
６
千
円
の
財
源

の
一
部
と
し
て
充
て
ま
し
た
。

都
市
計
画
税
の
使
い
み
ち

　
都
市
計
画
税
は
、
都
市
計
画
事

業
や
土
地
区
画
整
理
事
業
に
要
す

る
経
費
に
充
て
る
た
め
の
目
的
税

で
す
。
令
和
２
年
度
の
都
市
計
画

税
は
、
４
億
１
２
１
２
万
３
千
円

で
、
街
路
事
業
や
区
画
整
理
事
業

等
の
都
市
計
画
事
業
費
７
億
５
２

７
７
万
５
千
円
の
財
源
の
一
部
と

し
て
充
て
ま
し
た
。

使用料及び手数料　1億194万9千円（0.4％）

一 

般
会
計

問 

財
政
課　
☎
２
８
６
‐
３
１
３
２

商工費 1億8345万9千円
議会費　１億3328万9千円
農林業費 4527万8千円
労働費 4265万8千円
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歳　入 歳　出
土地取得 593円 593円

国民健康保険 44億3279万2千円 43億7841万円
介護保険 39億2192万7千円 37億7760万3千円

後期高齢者医療 7億8349万6千円 7億8035万1千円

区 分 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率
健全化判断比率 　　　　　　－　　　※ 　　　　　　－　　　※ 5.7％ 104.1％
(早期健全化基準) (13.31％) (18.31％) (25.0％) (350.0％)
(財政再生基準) (20.00％) (30.00％) (35.0％)

区 分 下水道事業会計
資金不足比率 　　　　　　　　－　　　　　　※

(経営健全化基準) (20.00％)

健全化判断比率 資金不足比率

　財政状況を明らかにし、必要な場合は早期改善を促すため、地方公共団体は財政が健全であるかどうかを判断す
る全国的な指標｢健全化判断比率・資金不足比率｣を公表しています。いずれかが基準以上となった団体は、財政健
全化計画や財政再生計画の策定が義務付けられています。府中町の財政は、いずれも基準を下回っており、健全な
状態です。

［実質赤字比率］一般会計等(一般会計および土地取得特別会計)の実質赤字の比率
［連結実質赤字比率］全ての会計の実質赤字の比率
［実質公債費比率］�義務的に支出する公債費や公債費に準ずる経費の比率 (３年

間の平均値)
［将来負担比率］�地方債残高のほか一般会計等が将来負担すべき実質的な負債を

捉えた比率
※実質赤字額・連結実質赤字額がない場合は「－」を記載しています。

［資金不足比率］�公営企業ごとの資金不
足の比率

※�資金不足額がない場合、「－」を記載
しています。

　特別会計は一般会計と区分し、特定の収入と支出
で経理を行う会計です。

特別会計

健全化判断比率・資金不足比率

下水道事業会計
収益的

収入および支出

区分 決算額
資本的

収入および支出

区分 支　出
下水道事業収益 13億5596万5千円 資本的収入 ７億2008万4千円
下水道事業費用 13億854万7千円 資本的支出 12億3458万円

差し引き 4741万8千円 差し引き △５億１449万6千円

一般会計
主な事業

・保育所等創設助成事業� 9583万４千円
・妊婦特別定額給付金給付事業� 1656万４千円
・商工業支援事業�１ 億2275万３千円
・地域公共交通利用促進事業� 3007万４千円
・消防団施設整備事業� 6369万１千円
・学校ICT環境整備事業�４ 億2439万３千円
・小学校施設改修等事業�２ 億6262万３千円
・社会体育施設改修等事業� 8921万９千円

学校ICT環境整備事業
児童生徒１人１台の端末を配備

商工業支援事業
スタンプラリー事業など

小学校施設改修等事業
東・北小学校の便所洋式化

社会体育施設改修等事業
揚倉山健康運動公園を人工芝化
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